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令和５年度 静岡市地域包括支援センター運営状況報告書 

 

 令和５年度の静岡市地域包括支援センター運営体制及び４業務（総合相談、権利擁護、包括的・

継続的ケアマネジメント、介護予防ケアマネジメント）の実績を報告します。 

 

参考 静岡市の人口と高齢化率等 

静岡市の人口と高齢化率等

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和6年

人口 696,367 692,374 687,847 680,913 675,610

高齢者人口 210,330 211,284 211,731 210,447 210,272

高齢化率 30.2% 30.5% 30.8% 30.9% 31.1%

認定者数 39,268 40,408 40,448 40,390 41,749

認定者率 18.7% 19.1% 19.1% 19.2% 19.9%

認知症高齢者（※）の割合 65.8% 64.8% 65.2% 65.6% 65.6%

（※）認定者のうち認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上 （各年３月31日現在）  

 

１ 地域包括支援センターの運営について 

 

（１）30 の日常生活圏域のうち井川圏域を除く 29 圏域で地域包括支援センターを運営 

（城東包括は井川圏域に相談窓口、蒲原由比包括は由比に相談窓口を設置） 

※平成 30 年度に 25 圏域から 30 圏域へ再編・分割 

 

（２）運営主体 

 社会福祉法人 25 センター、医療法人社団 １センター、 

一般社団法人 １センター、株式会社 ２センター 

地域包括支援センター運営主体

委託先 社会福祉法人 医療法人社団 一般社団法人 株式会社 計

葵区 11 1 0 0 12

駿河区 6 0 0 1 7

清水区 8 0 1 1 10

市全域（計） 25 1 1 2 29  

 

（３）人員体制 

令和５年度において、３圏域の圏域内高齢者人口の増加に伴い、標準配置職員を３人（各センタ

ー１人）増員しています。 

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

151 153 153 153 156  
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全地域包括支援センターにおいて、年間月延で 1863.6 人工が必要になるところ、実際に配置

された人工は 1666.6 人工となり、全地域包括支援センターを通して月あたり平均で 17.4 人が

不足している状況です。 

 

人工数（月延）

必要人工 配置人工 必要人工 配置人工

1827.6（年間）1638.6（年間）180（年間） 15（月あたり） 1863.6（年間）1666.6（年間）208.4（年間）17.4（月あたり）

（標準配置人員より追加で配置しているセンターもある）

令和４年度 令和５年度

不足人工 不足人工

 
 

２ 地域包括支援センター業務実施状況 

（１）総合相談支援業務 

①年次相談件数の推移 

  「相談延べ件数」は毎年増加していますが、令和 2 年度から令和 4 年度にかけては、約 12,000

件ずつ増加、令和 4 年度から令和 5 年度にかけても、約 4,000 件増加と、相談件数は毎年増加

し続けています。 

相談件数の推移

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

相談延べ件数 70,673 74,464 86,423 98,518 102,680

当事者数（当月実人数） 27,606 26,056 29,476 32,573 34,380  

 

 
 

②相談者の内訳（※重複あり） 

 前年度に比べ、「介護支援専門員・事業所」、「家族」からの相談が、それぞれ約 1,200 件、「関

係機関」からの相談が、約 1,300 件増加しています。「介護支援専門員・事業所」、「関係機関」

からの相談の増加は、自宅でずっとミーティングや地域ケア個別会議等により連携が取れるよう

になっていることが要因として考えられます。 
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相談者の内訳

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和5年度

介護支援専門員・事業所 16,251 17,860 20,335 24,102 25,359

民生委員 4,503 3,401 4,746 4,689 4,487

家族 22,088 23,030 26,096 29,307 30,564

本人 15,977 15,715 17,618 20,685 21,059

近隣・知人 1,397 1,734 1,779 1,806 1,872

関係機関 12,895 14,797 18,116 20,718 22,054

その他 393 552 530 570 1,012  

 

 

③相談種類別件数（※重複あり） 

  前年度に比べ、「総合相談」は約 4,700 件の増加、「権利擁護」は、約 1,600 件の増加とな

っています。 

相談の内容

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

総合相談 68,971 74,079 88,091 103,087 107,784

権利擁護 7,077 7,835 9,959 10,167 11,752

介護予防 3,513 3,221 3,474 3,957 3,887

ケアマネ支援 3,389 3,450 2,867 3,180 3,451

その他 7,129 7,606 9,367 9,738 9,021  
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ケアマネへの支援内容

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

※困難事例等対応 1,645 1,446 1,637 1,947 1,814

事例検討会・勉強会 38 39 79 95 106

ケアマネジメントに関す
る相談件数 3,389 3,450 2,867 3,180 3,451

 

（２）権利擁護業務 

①相談種類別件数における権利擁護に関する相談内訳（延件数） 

 「虐待・虐待疑い」は、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の流行を受け、自宅で過ご

す機会が増えたことから、顕著に増加したと考えられます。令和５年度においては、前年度と比

べて、約 900 件増加しています。 

「成年後見・権利擁護」は、毎年増加していますが、令和 5 年度は、前年度と比較して約 1,200

件の大幅な増加となっています。 

権利擁護に関する相談内訳

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

虐待・虐待疑い 2,264 3,139 3,201 3,219 4,106

支援困難事例 2,592 2,174 3,544 3,521 2,926

成年後見・権利擁護 2,089 2,267 3,081 3,297 4,535

消費者被害 132 255 133 130 185  

 

 

 

（３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

①地域で活動する介護支援専門員への支援 

「困難事例等対応」について、特に令和４年度は、新型コロナウイルス流行に加え、台風 15

号の影響を受け、顕著に件数が増加していたと思われます。令和 5 年度は、新型コロナウイルス

の５類への移行に伴い、令和 4 年度からは減少したものの、感染症流行前の平成 31 年度と今年

度を比較すると、相談件数は増加傾向にあるといえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※同行訪問・担当者会議・訪問面接等による個別対応数 
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（4）介護予防ケアマネジメント事業 

①当該年度 3 月分の介護予防ケアマネジメント・介護予防支援の給付管理状況 

 介護予防ケアマネジメント・介護予防支援共に、前年度に比べて居宅介護支援事業所への委託

分が増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年 3 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

    

３月分給付管理

平成31年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

介護予防ケアマネジメント
直営分（件）

880 884 757 760 675

介護予防ケアマネジメント
委託分（件）

1,970 2,134 2,090 2,138 2,298

介護予防支援　直営分（件） 1,138 1,162 1,124 1,110 1,075

介護予防支援　委託分（件） 3,668 3,950 4,165 4,191 4,268

合計
7,656 8,130 8,136 8,199 8,316



1 静岡市の状況

2 地域包括支援センター全体の活動実績

※参考資料１の各圏域の状況に記載のグラフ③の
タイトルおよび凡例も左記と同様に読み替えてくださ
い
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【グラフ③】 認定者及び認定率（各年3月末）
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【グラフ④】 認知症高齢者の割合(各年3月末）
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【グラフ③】

介護予防支援 直営分(件） 介護予防支援 委託分(件）

介護予防ケアマネジメント 直営分(件） 介護予防ケアマネジメント 委託分(件）

介護予防ケアマネジメント・介護予防支援の給付管理状況

（該当年度３月分）
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重層的支援体制整備事業（社会福祉法）

包括的相談支援事業

法律ごとの相談支援事業者であっても、包括的に相談を受け
止める。

ワンストップ型相談窓口を設定するのではなく、各関係機関
の連携を強化することで「断らない」相談支援の実施を進める。



重層的支援体制整備事業全体のイメージ図
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介護保険法・介護保険法施行規則の一部改正について 

 

１ 介護予防支援に関する事項 

指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援事業者としての指定を受けるこ

とができることとされた。 

⇒ 地域包括支援センターによる直営のプラン作成 

   介護予防支援事業者への一部委託によるプラン作成 

   指定を受けた居宅介護支援事業者による直営のプラン作成 →改正後追加 

 

２ 地域包括支援センターの総合相談支援事業に関する事項 

地域包括支援センターの設置者は、総合相談支援事業の一部を委託すること

ができることとされた。 

⇒地域包括支援センターからは、相談のつなぎについての課題があげられ、総

合相談業務より介護予防支援を引き受けてほしいとの意見が多かった。 

  Ｒ７年度までは現委託契約の内容で事業実施のため、静岡市は一部委託の方

針としない。。 

 

３ 地域包括支援センターにおける職員配置の柔軟化 

① センターにおける配置人員等の基準において、地域包括支援センター運営協

議会が必要と認める場合は、配置人員数を常勤換算方法によることを可能と

する。 

② 地域包括支援センター運営協議会が認める場合には、複数のセンターが担当

する区域の第１号被保険者の数を合算し、当該区域を一の区域として、職員

の員数を複数のセンターに配置することを可能とする。 

⇒センターにおける配置人員等の基準は、施行規則に従わなくてはならないた

め、施行規則の改正に伴い、「静岡市地域包括支援センターの包括的支援事業

の実施に係る基準を定める条例」の改正に向けて手続き中。 

従来どおり 
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①について 

  介護保険法施行規則改正前から、厚生労働省通知「地域包括支援センターの

設置運営について」にて、常勤換算方法によるセンター職員の確保が示されて

いた。そのため、常勤職員を配置することが著しく困難な場合に、市と受託法

人が協議し、常勤職員の配置ができるまで一時的に、センター職員の一部を常

勤換算方法により配置することもあった。 

⇒条例改正後についても、常勤職員を配置することが著しく困難な場合には、

業務に支障が出ないよう、市と受託法人が協議し、常勤職員の配置ができるま

で一時的に、センター職員の一部を常勤換算方法により配置できるようにして

いきたい。 

 

② について 

⇒隣接する圏域の受託法人が異なるため、当該圏域を一の区域として考えるこ

とは、業務遂行上考えにくく、現契約で該当することは難しいと考えられる。 
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老 発 ０ １ ２ ５ 第 １ 号 

令 和 ６ 年 １ 月 2 5 日 

各 
都道府県知事 

殿 
市 町 村 長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

「 介護保険法施行規則の一部を改正する省令」 の公布について（ 通知）  

 

介護保険法施行規則の一部を 改正する省令（ 令和６ 年厚生労働省令第 15 号。 以下「 改正

省令」 と いう 。 ） については、 本日、 別添のと おり 公布さ れ、 令和６ 年４ 月１ 日より 施行さ

れるこ と と なり まし た。  

改正省令の趣旨及び内容は下記のと おり ですので、 十分御了知のう え、 管内の関係機関、

関係団体等に対し 、 周知を お願いいたし ます。  

 

記 

 

 

第１  改正省令の趣旨 

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を 構築する ための健康保険法等の一部を 改正

する法律（ 令和５ 年法律第 31 号。 以下「 改正法」 と いう 。 ） による改正後の介護保険法

（ 平成９ 年法律第 123 号） の施行等に伴い、令和６ 年度から の第９ 期介護保険事業計画の

開始に向けて、 介護保険法施行規則（ 平成 11 年厚生省令第 36 号） について、 所要の改正

を行う も の。  
 
 
第２  改正省令の内容 

（ １ ） 介護予防支援に関する事項 

○ 改正法による改正後の介護保険法第 115 条の 22 第１ 項の規定により 、 指定居宅介護

支援事業者が指定介護予防支援事業者と し ての指定を 受ける こ と ができ るこ と と さ れ

たこ と に伴い、 以下の改正を 行う 。  

ア 指定居宅介護支援を 行う 事業所の従業者のう ち 厚生労働省令で定める 者と し て介

護予防支援を行う 者は、 介護支援専門員と するこ と 。  

イ  指定居宅介護支援事業者が指定介護予防支援事業者の指定を 受けよう と する際に、

既に当該指定の申請に係る 事業所の所在地の市町村に提出し ている事項に変更がな

い場合は、こ れら の事項に係る申請書の記載又は書類の提出を 省略さ せるこ と ができ

るこ と と するこ と 。  

ウ 市町村長が介護予防サービ ス計画の検証の実施に当たっ て指定介護予防支援事業

者に対し て情報の提供を求めるこ と ができ る事項は、介護予防サービス計画の実施状

況、 直近の第 140 条の 62 の４ 第２ 号の規定に基づき 厚生労働大臣が定める基準の該

当の有無の判断の際に当該基準に該当し た第一号被保険者の状況、介護予防支援の利

用者の心身又は生活の状況、その置かれている環境、現病歴その他の介護予防サービ

ス計画の作成に当たり 勘案し た当該利用者に関する基本的な情報、介護予防支援の経

過の記録、 サービス担当者会議の開催等の状況、 介護予防支援に係る評価その他市町

村長が必要と 認める事項と するこ と 。  

エ 地域包括支援センタ ーの設置者がその職員に対し て、介護支援サービスを適切かつ

円滑に提供する ために必要な業務に関する知識及び技術を修得するこ と を 目的と し
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て受けさ せる研修について、 当該介護支援サービスの定義に「 介護予防支援」 を加え

るこ と 。  

 

（ ２ ） 地域包括支援センタ ーの総合相談支援事業に関する事項 

〇 改正法による改正後の介護保険法 115 条の 47 第４ 項の規定により 、 地域包括支援セ

ンタ ーの設置者は、総合相談支援事業の一部を 委託するこ と ができると さ れたこ と に伴

い、 以下の改正を行う 。  

ア 総合相談支援事業の一部を委託するこ と ができ る者は、指定居宅介護支援事業者の

ほか、 総合相談支援事業の一部を適切、 公正、 中立かつ効率的に実施するこ と ができ

る法人であっ て、 老人介護支援センタ ーの設置者、 一部事務組合又は広域連合を組織

する市町村、 医療法人、 社会福祉法人、 特定非営利活動法人その他市町村が適当と 認

めるも の（ 地域包括支援センタ ーの設置者を除く 。 ） と するこ と 。  

イ  地域包括支援センタ ーの設置者が総合相談支援事業の一部を 委託し よ う と する と

き は、 あら かじ め、 地域包括支援センタ ー運営協議会の意見を聴いた上で、 ①委託し

よう と する事業所の名称及び所在地、 ②委託し よう と する事業の内容、 期間、 担当す

る区域並びに営業日及び営業時間、③委託し よう と する事業を 担当する職員の職種及

び員数を市町村長に届け出なければなら ないこ と 等と するこ と 。  

ウ 地域包括支援センタ ーの設置者が市町村である場合に、総合相談支援事業の委託を

受けた者が従う べき 当該市町村が示す方針は、①当該市町村の地域包括ケアシステム

の構築方針、②当該包括的支援事業が実施さ れる区域ごと のニーズに応じ て重点的に

行う べき 業務の方針、 ③介護事業者、 医療機関、 民生委員及びボラ ンティ アその他の

関係者と のネッ ト ワーク 構築の方針、④当該市町村と の連携方針、⑤当該包括的支援

事業の実施に係る公正性及び中立性確保のための方針、⑥その他地域の実情に応じ て

地域包括支援センタ ー運営協議会が必要であると 判断し た方針と するこ と 。  

 

（ ３ ） 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等に関する事項 

ア 介護サービ ス事業者経営情報の調査及び分析等の対象外と さ れる介護サービス事

業者は、 その有する事業所又は施設の全てが以下の基準に該当するも のと する こ と 。 

（ ア）当該会計年度に提供を行っ た介護サービスに係る費用の支給の対象と なるサービ

スの対価と し て支払いを受けた金額が百万円以下である者 

（ イ ）災害その他都道府県知事に対し 報告を行う こ と ができ ないこ と につき 正当な理由

がある者 

イ  都道府県知事が調査及び分析を行い、その内容を 公表するよう 努めるも のと さ れて

おり 、また介護サービス事業者から 都道府県知事に対し て報告が義務づけら れている

介護サービス事業者経営情報を以下の事項と する。 ただし 、介護サービス事業者の有

する事業所又は施設の一部がアの（ ア） ・ （ イ ） の基準に該当する場合には、 当該事

業所又は施設に係る事項は含まないも のと するこ と 。  

（ ア） 事業所又は施設の名称、 所在地その他の基本情報 

（ イ ） 事業所又は施設の収益及び費用の内容 

（ ウ） 事業所又は施設の職員の職種別人員数その他の人員に関する事項 

（ エ） その他必要な事項 

ウ 介護サービ ス事業者によ る 都道府県知事への介護サービ ス事業者経営情報の報告

は、電磁的方法を利用し て自ら 及び当該報告を 受けるべき 都道府県知事が同一の情報

を閲覧するこ と ができる状態に置く 措置を講ずる方法その他適切な方法により 、毎会

計年度終了後３ 月以内に行わなければなら ないも の等と するこ と 。  

エ 厚生労働大臣が都道府県知事に対し て情報の提供を求めるこ と ができ る事項は、介

護サービス事業者から 都道府県知事に対し て報告し た介護サービ ス事業者経営情報

その他必要な事項と するこ と 。  
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オ 都道府県知事が厚生労働大臣の求めに応じ て情報を提供する際の方法は、電磁的方

法を 利用し て自ら 及び厚生労働大臣が同一の情報を 閲覧する こ と ができ る状態に置

く 措置を講ずる方法その他の適切な方法と するこ と 。  

 

（ ４ ） 介護サービス情報公表制度に関する事項 

○ 介護サービス事業者に対し て都道府県知事への報告を 求める事項について、以下の改

正を 行う 。  

ア 指定介護予防支援事業者と し ての指定を 受けた指定居宅介護支援事業者に関する

介護サービスの内容に関する事項について、市町村長による介護予防支援の指定の状

況を追加するこ と 。  

イ  介護サービスを提供する事業所又は施設の運営状況に関する事項について、事業所

又は施設の財務状況を追加するこ と 。  

 

（ ５ ） その他 

ア 介護サービス事業者経営情報の報告について、 改正法施行後の初年度（ 令和６ 年度）

に限り 、 報告期限を令和６ 年度末までと するこ と 。  

イ  都道府県知事が介護サービス事業者に関し て公表を行う よう 配慮する情報と し て、労

働時間及び賃金が含まれているこ と を明確化するこ と 。  

ウ その他所要の改正を行う こ と 。  

 

 

第３  施行期日 

  令和６ 年４ 月１ 日 
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老 発 ０ ３ ２ ９ 第 ５ 号 

令 和 ６ 年 ３ 月 29 日  

各 
都道府県知事 

殿 
市 町 村 長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長 

（ 公 印 省 略 ）  

 

「 介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに 

指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部

を改正する省令」 の公布について（ 通知）  

 

介護保険法施行規則及び指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防

支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準の一部を改正する省令（ 令

和６ 年厚生労働省令第 61 号。 以下「 改正省令」 と いう 。 ） については、 本日、 別添のと お

り 公布さ れ、 令和６ 年４ 月１ 日より 施行さ れるこ と と なり まし た。  

改正省令の趣旨及び内容は下記のと おり ですので、 十分御了知のう え、 管内の関係機関、

関係団体等に対し 、 周知を お願いいたし ます。  

 

記 

 

第１  改正省令の趣旨 

（ １ ） 地域包括支援センタ ーにおける職員配置の柔軟化 

○ 「 介護保険制度の見直し に関する意見」 （ 令和４ 年 12 月 20 日社会保障審議会介護保

険部会） において、「 センタ ーの職員配置については、 人材確保が困難と なっ ている現

状を 踏まえ、 ３ 職種（ 保健師その他こ れに準ずる者、 社会福祉士その他こ れに準ずる者

及び主任介護支援専門員その他こ れに準ずる者） の配置は原則と し つつ、センタ ーによ

る支援の質が担保さ れる よ う 留意し た上で、 複数拠点で合算し て３ 職種を 配置する こ

と ・ ・ ・ など、 柔軟な職員配置を進めるこ と が適当である。 」 と さ れたこ と や、 令和５

年地方分権改革提案において、 地域包括支援センタ ー（ 以下「 センタ ー」 と いう 。 ） の

職員確保が困難なため配置要件の見直し の提案がなさ れたこ と 等を 踏まえ、センタ ーの

職員配置について、 柔軟な職員配置を可能と するための所要の改正を行う 。  

 

（ ２ ） 総合事業の継続利用要介護者の利用可能サービスの弾力化 

○ 「 介護予防・ 日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理」

（ 令和５ 年 12 月７ 日） において、 「 高齢者の日常生活と 関わる地域の多様な主体の参

画が進めば、 高齢者自身に支援が必要と なっ ても 、さ ら には要介護状態や認知症と なっ

ても 、地域でのこ れまでの日常生活を自身の能力と 選択に応じ て継続できるこ と につな

がる。 こ のよう な視点に立てば、 継続利用要介護者の利用対象サービスを 、 住民主体サ

ービスから 広げていく こ と について検討するこ と が必要である」と さ れたこ と 等を踏ま

え、 総合事業における多様な主体の参入の促進を 図り ながら 、 地域のつながり の中で高

齢者自身が適切に活動を選択でき るよう 、 所要の改正を行う 。  

 

（ ３ ） 介護保険負担限度額認定証の様式の改正 

○ 介護療養型医療施設に関する経過措置の期限の到来に伴い、 介護保険法施行規則（ 平

成 11 年厚生省令第 36 号。 以下「 則」 と いう 。 ） 様式第一号の二の二について、 所要の

改正を行う 。  
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第２  改正省令の内容 

（ １ ） センタ ーにおける職員配置の柔軟化 

○ 則第 140 条の 66 第１ 号に規定する、 市町村が条例を定めるに当たっ て従う べき セン

タ ーの職員に係る基準及び当該職員の員数に関する基準について、以下の見直し を行う 。 

・  現行の当該職員の員数について、 第一号被保険者の数に応じ て、 又はセンタ ーの運

営の状況を勘案し て地域包括支援センタ ー運営協議会が必要と 認める場合は、常勤換

算方法によるこ と を 可能と する。  

・  上記にかかわら ず、センタ ーにおける効果的な運営に資すると 地域包括支援センタ

ー運営協議会が認める場合には、複数のセンタ ーが担当する区域ごと の第一号被保険

者の数を合算し た数について、おおむね 3, 000 人以上 6, 000 人未満ごと にセンタ ーに

配置すべき３ 職種の常勤の職員の員数を当該複数のセンタ ーに配置するこ と により 、

当該一のセンタ ーがそれぞれ３ 職種の配置基準を満たすも のと する。こ の場合におい

て、 質の担保の観点から 、 当該一のセンタ ーは、 ３ 職種のう ちいずれか２ 以上の常勤

の職員を配置し なければなら ないこ と と する。  

・  その際、 こ の省令の施行の日から 起算し て１ 年を超えない期間において、 介護保険

法（ 平成９ 年法律第 123 号） 115 条の 46 第５ 項に規定する市町村の条例が制定施行

さ れる までの間における当該市町村に係る改正後のセンタ ーの職員の配置基準につ

いては、 なお従前の例による。  

・  その他所要の改正を行う 。  

 

（ ２ ） 総合事業の継続利用要介護者の利用可能サービスの弾力化 

○ 則第 140 条の 62 の４ 第３ 号に規定する、 継続利用要介護者が利用でき るサービスに

ついて、継続利用要介護者が地域と のつながり のも と で日常生活を継続するための選択

肢の拡大を図る観点から 、 総合事業の訪問型サービス・ 通所型サービスのう ち、 従前の

予防給付に相当するサービス（ ※） と 保健・ 医療の専門職により 短期間で提供さ れるサ

ービスを除いたサービスへと 対象範囲を拡大する。  

 ※ 平成 26 年の介護保険法改正による総合事業移行前の介護予防訪問介護及び介護予

防通所介護に相当するサービス 

 

○ 則第 140 条の 62 の３ 第２ 項に規定する、 総合事業を提供する際の基準について、 継

続利用要介護者の選択のも と 、心身の状況等を 踏まえたサービスが適切に提供さ れるよ

う 、 居宅介護支援事業者、 センタ ー、 地域ケア会議等と の密接な連携と 緊急時の対応に

関する規定を新たに設ける。  

 

（ ３ ） 介護保険負担限度額認定証の様式の改正 

○ 介護療養型医療施設に関する経過措置の期限の到来に伴い、 介護保険法施行規則（ 平

成 11 年厚生省令第 36 号。 以下「 則」 と いう 。 ） 様式第一号の二の二について、「 老健・

療養等」 を「 老健・ 医療院等」 に改正する。  

 

○ なお、改正前の則様式第一号の二の二による介護保険負担限度額認定証は、当分の間、

改正後の様式第一号の二の二による 介護保険負担限度額認定証に代えて使用するこ と

ができ る。  

 

（ ３ ） その他 

○ その他所要の改正を行う 。  

 

第３  施行期日 

  令和６ 年４ 月１ 日 
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資料④

事業所名 静岡市　　区　(          )　地域包括支援センター

法人名
主任介護

支援専門員 人 社会福祉士 人
保健師

看護師等 人 その他 人

【地域ケア会議実施状況】 ①自立支援プラン型地域ケア個別会議 回 回

②ケース対応型地域ケア個別会議 回 回

③地域ネットワーク形成等（①・②以外）にかかる地域ケア会議 回 回

1

2

3

令和６年度　　　           区地域包括支援センター運営部会

（第２回運営協議会）

令和６年度重点項目 進捗状況・課題（第２回部会時点） 委員意見

（第２回部会
　開催時点）

（第３回部会
　開催時点）

事業実績（最終） 良かった点、課題、次年度展望

（第３回運営協議会）

職員
配置人数（定員：　　　　人）（９／１現在）　　※定員・・・本来の配置基準で必要とされる人数

テーマ：　地域におけるネットワークの活用に関する地域包括支援センターの取り組みとその結果、今後の課題

　『住み慣れた地域で生きがいを持ち、自分らしく暮らすことができるよう地域の特性に応じた「地域包括ケアシステム」の構築を実現すること』を目指し、これまで地域包括支援センターが築いてきたネットワークを活用し、
「地域ケア会議」等を開催していく。　「地域ケア会議」等の開催を通じ、介護支援専門員や地域住民とのネットワークを活かした個別ケース課題の解決を目指すとともに、個別ケース課題の解決を出発点とした地域課題の
把握、地域での課題解決、あるいは地域では解決困難な課題等を集約していく。


